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第５章 計画の推進体制等 

 

１ 推進体制 
 

（１）庁内組織 

平成 26 年度に新設した総務部資産経営課が中心となり、関係部局と

の連携・調整、情報共有等を図り、総合管理計画の推進及び進行管理の

総括を行う。 

また、全庁横断的な組織である資産経営戦略会議等を活用して、全庁

的な合意形成を図りながら、総合管理計画に基づく取組を効率的かつ 

効果的に推進する。 

 

（２）進捗管理（フォローアップ） 

総合管理計画の実効性を確保するため、ＰＤＣＡサイクル 19を活用し、

継続的な取組を行う。 

そこで、総合管理計画における取組について定期的に検証し、必要に

応じて個別施設計画の策定又は既存計画の見直しを行うことにより、 

各施設の特性に応じた計画的な維持管理・更新等を推進する。 

さらに、現在整備を進めている固定資産台帳等を活用し、維持管理 

コストの把握・分析や将来コストの見込みの算出等を行うとともに、 

総合管理計画の進捗状況等への評価、今後の社会経済情勢や行政ニーズ

の変化等を踏まえ、必要に応じて総合管理計画を適宜見直すこととする。 

 

図 21 ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
19 PDCA サイクル  

事業について、計画を立て（Plan）、実施（Do）し、事業終了後に、結果を評価（Check）

し、改善（Action）し、次の計画に反映させていくというマネジメント・サイクル  

 
・総合管理計画に基づく取組  
・個別施設計画の策定  

Do（実施） 

資産経営戦略会議 

 
・取組成果の把握、検証  

 
・施策の見直し  
・個別施設計画の見直し  

Action（改善） 

 
・総合管理計画の  

策定・見直し  

Plan（計画） 

Check（評価） 
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総合管理計画策定部会 県有施設整備部会 県有財産活用促進部会

行政改革推進本部

《ミッション》
将来負担の軽減と財産管理の適正化

《視点》
○ 施設保有総量の適正化　　 　○ 施設の長寿命化

○ 維持管理コストの縮減　　　　 ○ 売却等による歳入の確保

《構成メンバー》

・会長　総務部次長

・委員　総合企画部、防災危機管理部、健康福祉部、環境生活部、

・委員　商工労働部、農林水産部、県土整備部の各次長、
・委員　水道局管理部長、企業庁管理・工業用水部次長、
・委員　副病院局長、教育庁企画管理部次長、
・委員　警察本部総務部参事官

○ 公共施設等総合管理計画の
　  策定
○ 個別施設計画の策定
　　（庁舎・学校等の施設に限る）

○ 県有施設整備の事前検討
　　（知事・教育・警察に限る）
○ 個別施設計画の進行管理
　　（庁舎・学校等の施設に限る）

○ 未利用財産等の円滑な処分
○ 高度利用方策の検討

資産マネジメントの各視点について、具体的な検討及び

実施に取り組むため、部会を設置する。

資産経営戦略会議

本部長 ：知事

副本部長 ：副知事

本部員 ：部局長、教育長、警察本部長、

公営企業管理者、各行政委員会事務局長

（平成27年3月27日設置）

図 22 資産経営戦略会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）職員の意識改革 

   県有施設の効率的かつ効果的な管理を推進するためには、職員一人 

ひとりが常に意識を持って、取り組んでいく必要がある。資産マネジメ

ントの意義を十分理解し、施設総量の適正化、適切な維持管理の実施を

図るとともに、行政サービス水準の維持向上のため取り組むことが重要

である。 

そのため、研修等を通じて職員のコスト意識の醸成を図り、資産マネ

ジメントの啓発・浸透に努めていく。 
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２ その他 
 

（１）県民への情報発信 

総合管理計画に基づく取組については、県民の理解が必要不可欠で 

あるため、取組状況を定期的に公表する。 

 

（２）国及び市町村との連携 

公共施設の老朽化対策等は、国及び市町村においても共通の課題で 

あり、施設管理の全体最適を目指すことは、共通の目標である。 

そこで、地域における公的施設について、国や市町村と連携しながら

官公庁施設など公的施設の有効活用など国公有財産の最適利用の推進

を検討する。 


